予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名 ネットショップ総合支援センター補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　　地域産業課　　県産品販売促進係　電話番号：058-272-1111（内3097 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　16,000千円（前年度予算額：16,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,000

	要求額
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,000

	1月29日時点
査定額
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,000

	決定額
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・インターネットや携帯端末の普及を背景に、ＥＣ（電子商取引）市場は着実な成長を続けており、過去５年間で約１．６倍の伸びを示している。

・県では、楽天との包括連携協定(H21)以降、県内事業者の交流組織｢ぎふネットショップマスターズ倶楽部｣を設立(H22)するなど、ネットビジネスの普及拡大を支援してきたが、店舗数や流通総額に一定の成果が見られるものの、今後はＥＣ市場拡大に伴う競争の激化が予測される。

・ネットショップは、立地や商圏に左右されず県外消費の獲得が可能であり、住み慣れた地域で商売を続ける手段としても有効である。本格的な人口減少社会を迎える中で、将来に向けて、地域の商業力を高め、地域雇用を創出するためには、今後も更なる成長が見込まれる当分野に対して、継続的な支援と更なるサポートが不可欠である。
・このため、ネットショップ総合支援センターを運営し、相談体制・情報提供機能の強化、交流機会の拡大を行うことで、新規参入による裾野拡大と既存店舗の競争力強化・売上拡大を促進し、県内事業者全体の底上げを図る。
（２）事業内容
　　・ぎふネットショップ総合支援センターの運営
県内小売業者の新規出店、既存店舗の売上拡大、事業者相互の情報交流など、地域外から稼ぐネットビジネスの総合拠点として、ネットショップ総合支援センターを運営する。
設置場所：大垣センター（ソフトピアジャパン　ドリーム・コア１階）

　　　　　東濃ブランチ（土岐商工会議所　３階）
主な事業内容

　・ネットビジネス相談サポートデスクの設置

　・各種セミナー等の企画開催

（３）県負担・補助率の考え方
　　　ネットショップ支援施策は、地域の商業力を高め雇用創出につなげる、県の経済対策及び地域活性化対策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　有　【類似事業】　中小企業情報化支援事業（補助金）
　　　　県内中小企業の競争力強化のため、ＩＴ経営のセミナーや個別相談対応を行っているが、ＩＴ全般を対象としており、ネットショップに特化した支援を行う本事業とは異なる。
　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	16,000
	支援センターの設置・運営業務

	合計
	16,000
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県成長・雇用戦略
　　　　６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
（２）国・他県の状況

　　　福井県：ネット通販・取引支援センター（H25.4オープン）
（３）後年度の財政負担
　　　３年を目途に当該事業の継続等について必要な検討を実施
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	ネットショップ総合支援センター補助金

	補助事業者（団体）
	（公財）ソフトピアジャパン

	補助事業の概要
	（目的）県内小売業者の新規出店、既存店舗の売上拡大、事業者相互の情報交流など、地域外から稼ぐネットビジネスの総合拠点として、ネットショップ総合支援センターを運営する。
（内容）・ネットビジネス相談サポートデスクの設置

　　　 ・各種セミナー等の企画開催

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（　１６，０００千円　　　）

	補助効果
	新規参入の拡大、既存店舗のスキルアップ、事業者相互の交流を促進し、県内事業者の売上を拡大することで、地域外消費を稼ぐ商業力を高め、雇用創出につなげる。

	終期の設定
	終期　平成２９年度
（理由）３年を目途に当該事業の継続等について必要な検討を実施する。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

県内事業者が支援センターを利用し、ネットショップへの新規参入と既存店舗の競争力強化・売上拡大を促進し、県内事業者全体の底上げを図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H25年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①ネットショップ総合支援センター利用者数
	0人
	750人
	750人

	②各種セミナー、交流会への参加者数
	858人
	950人
	1,000人


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

16,000千円
	(要求額)

16,000千円

	指標①目標
	
	
	
	700人
	750人

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)

645人
	(推計値)

700人

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
92％
	(推計値)
93％

	指標②目標
	
	
	
	900人
	950人

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)

720人
	(推計値)

760人

	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
80％
	(推計値)
80％


（前年度の成果）

	○ぎふネットショップ総合支援センターにおける相談対応、勉強会の開催

【センター利用者数　大垣センター159名、東濃ブランチ110名（8月末現在）】

○ネットショップの運営について学ぶセミナー

【計7回　258名参加（8月末現在）】

○ぎふネットショップマスターズ倶楽部全体例会【9/11　45名】

※今年度中にもう1回開催予定あり。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまでの支援により一定の成果が見られるものの、EC市場の拡大に伴う競争の激化が予測され、今後とも事業者全体の底上げが不可欠である。新規出店の鈍化、交流メンバーの固定化もみられることから、相談・交流機会等の拡充を図ることで、よりきめ細かな支援体制を構築する必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	人口減少社会の到来により、消費規模や商圏内人口の縮小が想定される中で、ネットショップは居住地や立地店舗の商圏に左右されず、県外消費の獲得が期待できる成長分野であることから、ネットビジネスの支援事業は必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	連日相談の受け付けや勉強会を開催しており利用率は高い状況である。また、県内各地で開催している各種セミナーにおいても定員を上回る申し込みがあるなど事業ニーズは高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	非常勤のEC指導員制度の拡充を図るなど、相談・指導体制を柔軟に変更し、ニーズに対応した効果的な事業実施を行っている。


（事業の見直し検討）

	EC（電子商取引）市場は今後も成長が見込まれ、支援センターの利用率も高い水準で推移していることから、今後も事業者のニーズをとらえた支援体制を継続していく。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


